




















































































































































































































大豆はとうふ工房わたなべに 1 kg 500円で、小麦は醤油醸造所や精粉所に 1 kg 250
円という販路を獲得し、有機に転換した。そして、米に関しては 2009年より地元（埼
玉県）企業であるリフォーム会社の O
オ ク タ
KUTAが、社員とその家族の健康を促進する安
心・安全で美味しい食糧を確保する方策として、全量（年間 4トン程度）一括・再生
産可能な価格（1 kg 400円）で購入することにより集落全体が有機農業への転換が実
現した。（図 2）
このように霜里農場や下里集落と地域の地場産業や企業との信頼関係に基づいた安
定的な取引によって、地域にお金が落ちるしくみが徐々に形成されていった。この構
造は、CSA（Community supported agriculture：地域で支える農業）の一種であり、
これにより地域外にお金が流出するのではなく、地域にお金や人が流入することにな
り、地域循環型経済モデルが形成されている。（図 3）
集落の有機農産物が再生産可能な価格で全量購入され、また農業体験や農場見学会
などの交流のしくみが構築されたことで農家の生産意欲は高まり、新規就農者の獲得、
遊休農地化の予防、美しい農村景観の維持につながっている。
「有機農業と地場産業が互いに手を組み、再生産できる仕組みを整えた時、農家は本
当に元気になる。農民が元気になると、村が美しくなるんですよ。」“農民が元気になる
と、村が美しくなる”、金子氏がしばしば口にする文句だ。筆者は同地域に 3年通って
いるが、実際、年々美しくなっていっていると感じる。
こうした取り組みが評価され、下里集落は 2010年度農林水産祭（財団法人日本農林
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図 2　下里集落と小川町の収量・販売金額等の比較
図 3　有機農業をベースとした地域循環経済
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漁業振興会）「むらづくり部門」にて天皇杯を受賞した。その講評には、「その取り組み
は、生産者のみならず、地域が一体となって取組む共同活動に都市住民、企業との交
流、さらには自然環境の保全等、“美しくて豊かな里” づくりに向けた活動へと広がり
を見せている。有機農業の実践により、地域に活気が生まれたことは、我が国農業・
農山がおかれた困難を打破する可能性を秘めた事例である。」とある。
この間、国も動いた。06年 12月、「有機農業推進法」が超党派の議員立法で成立し
た。長年の異端が解かれ、生産者や消費者などと協力して有機農業を推進する責務が
課され、全国各地で有機農業の推進が図られるようになった。有機農業は、まだまだ
規模は小さいが、大きな可能性を有しているのではないだろうか。
ところで、金子氏の「霜里農場」が自給しているのは農産物だけではない。母屋は
樹齢 80年の祖父母が植林したスギ・ヒノキ材で作られたもので、屋根には太陽光発
電が設置されている。農場の敷地内には牛糞や生ゴミを活用したバイオガス施設があ
り、調理用ガスと液状肥料が作られている。牛の電気柵も太陽光発電。車やトラクター
は天ぷら油など廃食油を自宅で精製し、そのオイルで走る。震災後にガソリンが無く
なったが、霜里農場は全く心配することはなかった。さらに、近くの里山の間伐材を
活用した薪ボイラーで給湯と床暖房をするなど、エネルギーの自給にも取り組んでい
る。合成洗剤などはもちろん使わない。食事は、その時期に取れた野菜を使った料理
だ。味噌、梅干し、たくわんも、もちろん自家製だ。40年前に決意した、化石燃料に
依存しない、自然資源を活かした循環型の農場と暮らしがそこに実現している。
5．“小利大安”、有機農業で地域循環型経済の創出。根のある国への再生
下里地区の取り組みを関係者は「“小利大安” の下里モデル」（図 4）と命名している。
それは、農家や地場産業など関係者それぞれの利益は小さいが、信頼関係が築かれ、
地域循環型経済の創出が図られ、全体として大きな暮らしの安心につながるという意
味である。このモデルを 2011年は農場見学会など広報活動や、研修活動（農水省補助
事業「有機農業普及啓発事業」の一環として「有機元気塾」を開催）を通じて、他地
域への普及にも着手している。
都市生活者の不安感の原因は、大地とのつながり、人とのつながり、コミュニティ
とのつながりの欠如が原因だと指摘した。そして、3つの危機─心の危機、経済の危
機、気候の危機─といった大きな社会の課題を解決する一つの鍵は、金子氏と下里地
区の取り組みが示唆しているように、地域の食とエネルギーの地域での自給力を上げ、
自然の力を活かす命の農業である有機農業を普及させることにあるのではないだろう
か。都市や工業を中心とした社会の土台を、もう一度、農林業や農山村という「いの
ちが見える文化」に戻していくこと。人と大地、人と人のつながりをつくり、大切に
する、それが幸せな社会へとつながっていくのではないだろうか。
戦後 60年かけて壊してきた自然や生態系、人と人との信頼などを、これからの 10
年、20年をかけて再生させるにはどうしたら良いか。金子氏は言う。
「自分たちで壊してきたのだから、そのプロセスの逆をすればいい。方法はわかって
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います。そして、日本の食糧自給率を上げるには、私のように専業農家が直接数十世
帯の食を支えるような仕組みを作ることや、自給的農業を行う半農家が増えれば可能
なんです。」
有機農業をベースとした食糧自給、地域の水やバイオマス、太陽といった豊富な自
然資源を活用してエネルギーを自給する “小利大安” の地域づくり、これが地域社会、
ひいては日本を再生する一つの道筋であると私は確信している。
（了）
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図 4　小利大安の下里モデル
